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	3． 継続雇用制度（再雇用制度や勤務延長制度等）の導入状況の推移
	4． 再雇用制度における上限年齢
	5． まとめ
	1. 定年退職制度の導入状況の推移
	以下のグラフは事務・技術関係職種の従業員がいる企業のうち、定年退職制度の導入割合を示したものである。
	図表１：企業規模別の定年退職制度導入割合
	グラフを見ると2017年における50~99人の企業を除き、定年退職制度の導入率が99%を超えるなど、同制度はほとんどの企業に導入されていることが分かる。規模別にみると規模の大きい企業ほど定年退職制度を整備している一方で、規模が小さい企業ほど導入が少ないことが分かる。これは人員確保に関する余裕の有無が関連していると考えられる。
	2. 定年退職制度における定年年齢の推移
	では、定年退職制度における定年年齢はどのように推移しているのか。同年齢の変化について、以下の図表に示した。
	図表２：定年退職制度における定年年齢の推移
	※2017年の調査では定年年齢“70歳”の選択肢がなく“70歳以上“となっていた。他の年と平仄を合わせるため、図表では”71歳以上”としてカウントしている。
	図表から読み取れる通り、定年年齢は各年において60歳が他年齢に比べ圧倒的に多いが、2023年は75.7%（2017年比▲10.5%ポイント）と減少傾向にあり、各企業が定年を延長する傾向にある。
	また、60歳の次に多いのは65歳であり、同年齢は2017年比で9.6%ポイント増加している。これは2017年に60歳を定年としていた企業の多くが2023年に65歳に定年を変更したことが考えられる。
	加えて、65歳に次いで増加している年齢が70歳ということも特徴的である。これは政府が70歳までの就業機会確保についても努力義務として掲げていることを反映したものであることが考えられ、将来的な雇用義務化も想定される中で、従業員のエンゲージメントを高める先進的な取り組みであるといえよう。
	3. 継続雇用制度（再雇用制度や勤務延長制度等）の導入状況の推移
	次に、定年退職制度に対して補完的な位置づけである継続雇用制度（再雇用制度や勤務延長制度等）の導入状況の推移について、以下の図表に示す。
	図表３：継続雇用制度の導入状況の推移
	※特殊関係事業主とは子会社・関連会社等を指す
	※“再雇用制度”、“勤務延長制度”、“特殊関係事業主での継続雇用”の各制度は重複して導入されている場合もある（例：“再雇用制度”と“勤務延長制度”両方導入している場合は両方でカウントしている）。
	図表からは継続雇用制度を導入している企業が減少していることがわかる。これは定年年齢を延長し、本制度を廃止した企業が増えていることが想定される。また、継続雇用制度があると回答した企業における制度の内訳をみると再雇用制度は減少しているが、勤務延長制度が増加していることから、形式上の退職を経ずに継続雇用を選ぶ企業が増えているといえる。
	4. 再雇用制度における上限年齢
	最後に、再雇用制度における上限年齢についてまとめることとしたい。なお、本データについては2023年のみしか調査されていないことから、同年のデータを参考にした。
	図表４：継続雇用制度の導入状況の推移
	図表から読み取れる通り、再雇用の上限年齢は65歳が71.5%と最も多く、次いで70歳、上限なしとなっている。これは政府が謳っている65歳までの就業機会確保義務および、70歳までの同機会確保努力を反映した結果といえよう。
	第２章での定年退職制度の導入状況と定年年齢を踏まえると、多くの企業では65歳までの雇用確保を「60歳における定年退職制度とそこから５年（65歳まで）の再雇用制度」で充足させているということが分かった。
	現時点では再雇用制度を導入している企業の７割近くが65歳を上限としていることから、今後70歳まで働ける企業が増えてくることを期待したい。
	本レポートでは、定年退職制度の導入状況の推移および定年再雇用の実態について調査した。

